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Ⅰ．はじめに

持続可能な発展（Sustainable Development: 以後
SD）が 1992 年の「国連環境開発会議（地球サミット）」
において世界共通のキーワードとなって今年で 20 年
になる。この区切りの年に、「国連持続可能な発展会
議（リオ＋ 20）」が 6月にリオ・デ・ジャネイロで開
催され、本会議で採択された宣言「我々が望む未来」
において、今後も SDが国際社会共通の目的とするこ
とが確認された。一方で、アメリカやドイツの首相
が欠席し、南北の亀裂は修復せず、グリーン経済や
持続可能な発展目標（SDGs）などでの合意も具体性

に欠ける、など、その実効性については疑問を呈す
る声も多く聞かれた 1）。

SDの実現には、ブルントラント委員会や地球サ
ミットで指摘されてきたように、人類の生活を規定
する「環境」、「経済」、「社会」の 3 つの領域の持続
性を、統合的・包括的に検討し取り組んでいくこと
が必要とされる（WCED, 1984; Bigg and Dodds, 

1997）。ただ実際には、環境と経済の持続性と両者の
トレード・オフの関係性が注目されることが多く、そ
のような環境・経済効果を受容するコミュニティや
個人の基本的なニーズや福利といった社会的な視点
は、それら 2つの持続性をサポートする付随的なも
のとして検討されがちで、これらについての研究や
議論は他の 2 つに比べると未だ発展途上である
（Dillard, et al., 2009）。
世界的な経済停滞や貧富の拡大、ピーク・オイル
や原子力発電などのエネルギー問題、温暖化による
気候変動や森林破壊といった環境問題、さらには大
地震や台風などの自然災害、といった多種多様で深
刻な課題により、人類（や他の地球上生物）の生活
環境は悪化し、ベーシックな生活を営むことさえも
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危ぶまれている。経済活動を規定し自然環境へのア
プローチを決定するのが人間社会である以上、個人
の根本的な生き方や価値観の再検討といった倫理的
側面はもちろん、健康や安全、雇用や住居の確保と
いった人間生活の基本的ニーズ、つまりは社会的持
続性（Social Sustainability）の検討は、これらの経済・
環境問題の解決には不可欠であると思われる。
そこで本稿では、この社会的持続性の現状の議論
を整理し、その実現に向けた政策に必要な要素につ
いて検討する。その際具体的な事例として、近年 SD

を政策の柱（guiding principle）に位置付けた英国
ウェールズの地域再生の取り組みである、コミュニ
ティーズ・ファースト（Communities First: 以後
CF）政策をとりあげる。CFは、地域コミュニティ
を巻き込みつつ利害関係者のパートナーシップによ
り地域課題を抽出し、解決のためのプロジェクトを
実践する10年間の事業で、個人やコミュニティのキャ
パシティ構築（Capacity building）、さらにはエンパ
ワメントの実現を目指す興味深い取り組みである。
まず、社会的持続性の現在の議論について文献調
査により整理を行い、次にウェールズの SDへの取り
組みについて、特に社会的持続性の観点から考察す
る。それらをもとに、CFの理念とこれまでの実践に
ついて、文献と現地調査から評価し、社会的持続性
に取り組む政策に必要な要素と課題について検討を
行う。

Ⅱ．「社会的持続性」の考え方

1．社会的持続性への視点
ブルントラント委員会の報告書 Our Common 

Futureは、それまでの環境保全と経済発展という二
項対立の議論に社会的側面を取り入れ、環境・経済・
社会の各テーマの持続性に統合的かつ包括的に取り
組むという、SDの理念的基礎を設定した点で画期的
であった（WCED, 1987）。ただ、これまで社会的持
続性は、他の二つの成立要件の中で付随的に議論さ
れることが多かった（McKenzie, 2004）。つまり、環
境の側面からは、（人間）社会は自然資源を危険にさ
らすもの、あるいは環境を管理するものとして議論
された。経済との関係はより親和性が高いものの、社
会的資本の醸成や基本的ニーズの確保といった社会
的側面の議論は、経済的コストの低減や生産のため
の労働力の確保といった、経済活動を促進させるた
めの要素としてなされることが多かった（Magis, et 

al., 2009）。
ただ、基本的ニーズの確保や市民参加といった社
会的・政治的なコンディションを充足させることが、
環境や経済の持続性につながっていく、という視点
は広がりつつある。例えば英国は、SDの国別戦略策

定に世界でもいち早く取り組んだが、当初から失業
や犯罪といった社会的課題を SDの中心的テーマとし
て取り上げてきた（SEU, 2001; UK Government, 

2005）。また、オーストラリアで最も影響力をもつ人
文科学者による会議体、オーストラリア人文科学学
術会議（Australian Academy of the Humanities）も、
その環境的持続性に関する記述の中で、環境と社会
の関係性について次のように主張している：

「環境的持続性を規定するものは、科学的課題と
共に、究極的には社会的・政治的課題である。
環境的に持続可能なオーストラリアへの変革は、
エコシステムや資源の知識だけでなく、それ以
上に、ライフスタイルや価値観、科学技術など
で必要となるラディカルな変化を主導し、促進
し、取り入れていく能力によるところが大き
い・・・。我々は、人類が原因となっている環
境問題を認識するために、既存の政策目標を再
検討する必要があると考える。」（quoted in 

McKenzie, 2004, p10）。

このように、次第にその重要性が認められつつあ
る社会的持続性への視点であるが、その定義につい
ては、例えばブルントラント委員会による SDのそれ
のような、世界的に著名でかつ広く受け入れられて
いるものは見あたらない（Dillard, et al., 2009）。こ
れは、議論の歴史がまだ浅いこと、そして、文化や
習慣、宗教、貧富の差といった多様なバックグラウ
ンドにより規定される社会的持続性には、単一の定
義はそぐわない、といった議論があることなどが理
由として考えられる（McKenzie, 2004）。ただ、その
中でも、それぞれのバックグラウンドをふまえて社
会的持続性の定義や解釈を導出する試みはさまざま
に行われている。ここではそれらのいくつかを紹介
し整理することで、現在の「社会的持続性像」を明
らかにする。

2．社会的持続性の解釈

Manzi, et al. （2010）は、SDの環境・経済・社会
の 3 要素が個別に議論されている現状、また、社会
的側面が軽視された環境と経済のトレードオフの関
係性の議論を問題視し、既存の環境と経済の関係の
中に、参加、正義、民主主義、社会的一体性（social 

cohesion）といったコンセプトを位置付けて、相互の
関連性を常に意識して包括的に検討する重要性を指
摘している。社会的持続性については、ブルントラ
ント委員会の報告書 Our Common Futureと、EUや
国際レベルでの持続性の議論や取り組みから、マク
ロ的な視点で 3つの要素を導き出した（表 1）。そこ
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では、既存のパワーホルダーである政府の単なる役
割変化の議論にとどまらず、社会を動かすしくみや
プロセスの変化により、社会的資本の醸成や民主的
正当性の増大をはかる、といった社会変革の視点も
内包する議論がなされている。

表 1　  Manzi, et al. (2010) による社会的持続性を議論する
ための 3要素

　•　  Inclusive society：　人々のさまざまな「参加」が実
現する社会

　•　  Caring society：　社会的資本が充実している社会
　•　  Well-governed society：　社会疎外や非効率な地域

運営の原因となった既存のしくみから、市民参加や
パートナーシップを実現し、アカウンタビリティの
所在を明らかにした柔軟なガバナンスのしくみを
もった社会

McKenzie（2004）は、社会的持続性について、環
境や経済の持続性について言及することなく、それ
自身で議論が出来るようになるための「定義」の開
発を目指した。そうして出した結論は、「定義」を、
望ましい社会の状態と、その状態をはかるための指
標とセットで提示する方法であった（表 2）。彼自身
この「定義」を議論を深めるためのたたき台と考え
ているが、この方法では、例えば地域の実情に合わ
せてこれらの指標を再構築し、具体的な地域像を検
討しやすくなるため、より柔軟に社会的持続性の概
念を地域に適用することが可能となる。その際には、
これらの指標を地域のニーズに的確に対応させ、実
践面で有効に機能させるような、利害関係者の参画
と協働のあり方が重要になる。その意味で、社会的
持続性の追求においては、その議論や実践を通した
成果とともに、特にそれらの成果に行きつくまでの
プロセスそのものが重視されている（Dillard, et al., 

2009）。
Magis and Shinn（2009）は、数多くの文献調査を

もとに、特にこれまでの量的・物質的経済発展とい
う社会の一側面のみを重視した発展手法を批判し、社
会のより多様な側面をみた発展の形とその評価方法
の確立の必要性を主張した。その上で、SDに関する
これまでの議論を 3 つの潮流（人間中心的発展、持
続可能性、コミュニティの福利）に整理し、それら
の検討を通して抽出した、社会的持続性の構成要素
となる 4つのポイントを提示している（表 3）。
このほかにも、Dillarad, et al.（2009）の、「社会
的持続性の重要な要素の一つは、政府や組織、市民
が説明責任を重視し、それらを社会的・環境的イン
パクトを受けるような利害関係者に対し、実行する
ことにある」（p.1）といった情報共有と説明責任の要
素を重視するものや、Harris and Goodwin（2001）の、
「社会的に持続可能なシステムの下では、（富や資源
の）分配や機会が公平に行われ、ヘルスサービスや

表 2　McKenzie (2004) による社会的持続性の「定義」
社会的持続性が要求する社会状態：　

　  「社会的持続性：コミュニティにおいて、人々が人生をよ
り豊かに出来る状態にあることであり、そのような状態
を実現できるプロセスのことである」

その状態をはかるための指標：

　•　  基本的なサービス（健康、教育、交通、住宅、レクレー
ション等）へのアクセスの公平性

　•　  将来世代が現代世代の活動によって不利益をこうむ
らないような、世代間の公平性

　•　  異文化の価値が互いに見いだされ保護されるような、
また、個人やグループが望んだ際に、異文化の交流
や融合がサポート・促進されるような、文化交流の
システム

　•　  選挙だけでなく、他の様々な政治的活動（特に地域
レベルでの）にもおよぶ、市民の広範な政治参加

　•　  社会的持続性への気づきや重要性を次世代に伝えて
いくようなシステム

　•　  そのような伝達を維持するコミュニティの責任感
　•　  自身の強みとニーズを互いで理解しあうようなコ

ミュニティのメカニズム
　•　  可能な限りで、自分自身でニーズを満たすようなコ

ミュニティのメカニズム
　•　  コミュニティ活動が満たすことが出来ないニーズに

対応するための、政治的アドボカシーのメカニズム
（McKenzie, 2004, p12-13）

表 3　  Magis and Shinn (2009) による社会的持続性の 4つの
要素

人間の福利（Human Well-being）

　  労働の機会とそれに見合った収入、基本的な財（例えば
食料、水、住居）を購入する能力や機会、犯罪から守ら
れる安全な生活、人間の基本的権利の保障、といった個
人の基本的なニーズの充足が必要である。

公平性（Equity）

　  不公平は市場的・政策的失敗を深刻化させ、さらなる貧
富の差を生み出すため、人間の福利を充足する機会は、
すべての個人に等しく提供されるべきである。その際に、
コミュニティや政府が、公平的な権利、機会、成果の保
証をするエージェントとして機能する必要がある。

民主的な政府（Democratic Government）

　  社会を運営するために「社会的契約（Social Contract）」
を結んでいる政府と市民の民主的資質と協力体制の構築
が必要である。そのために、市民の声に敏感で、説明責
任を果たすような組織になること、経済的な機会と利潤・
負担の公平な分配を確保すること、市民社会の参画を促
すような民主的な政策を推進すること、などが重要であ
る。

民主的な市民社会（Democratic Civil society）

　  市民社会は、民主的な政府を促進するような市民的な場・
機会を提供し、またそれらを担う市民を育成するととも
に、政治的な権利の行使を通して、政府が市民の意思に
のっとって政治を運営するように保証する重要な役割を
担っている。

（Magis and Shinn, 2009, PP.31-37）
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教育、男女機会均等、政治的アカウンタビリティと
参加、といった社会的な諸サービスが適切に提供さ
れていなければならない」（Quoted in Dillard, et al., 

2009, p.3）のようにより公平性を重視するものなど、
さまざまな解釈が提示されている。

McKenzie（2004）が指摘するように、社会的持続
性についての統一した定義を導き出すのは難しく、柔
軟性を欠くという意味ではむしろ有害でさえありう
るが、これまで見てきた解釈から、少なくとも、人
類の基本的ニーズ（雇用、安全、住居、教育、適切
な政治参加など）の確保とそのプロセスにおける公
平性、民を主とする社会運営、つまりは社会包摂や
市民参画、パートナーシップといった概念、さらに
そこから進んで、市民社会の意思によって地域運営
が適切にコントロールされる、いわゆる「エンパワ
メント」の実現、などが、共通したテーマであるこ
とは間違いなさそうである。そこに通底するのは、「SD

への挑戦の中で、社会的持続性には（環境・経済の
付随物ではなく）それ自身に最重要な役割がある。な
ぜなら究極的には、経済的・環境的福利を決定する
のは、個人やその集合体である人類だからである」
（Magis and Shinn, 2009, p38）という意識である。そ
れでは、この社会的持続性を中心にした SDへのアプ
ローチとは、どのようなものがあるのか、次項では、
英国ウェールズの取り組みから、その具体的な政策
の可能性を検討していく。

Ⅲ．ウェールズのアプローチ：
持続可能な発展の解釈とこれまでの取り組み

1．英国の持続可能な発展へのアプローチ
英国は SDへの取り組みでは、早くから世界をリー

ドしてきた。1994 年に他国に先駆けて最初の国レベ
ル SD戦略を策定し、2005 年には、国民や自治体な
どへの広範なコンサルテーションを経てアップデー
トされた SD戦略 Securing the Futureを設定してい
る。地域レベルにおいても、ブレア労働党政権下で
ローカル・アジェンダ 21（LA21）の策定が促進され、
さらに、全地方政府に地域の持続可能性を包括的か
つ戦略的に追及させるべく、「持続可能なコミュニ
ティ戦略（Sustainable Community Strategy）」の
策定が義務付けられた。全体を通して重視されてい
るのが、前項で社会的持続性の主要素として導出さ
れた市民参画やパートナーシップといったガバナン
スの視点と、分野横断型で包括的な政策実践と資金
の使い方であり、それらを実現するための様々な特
徴的政策（例えば地域戦略パートナーシップ［Local 

Strategic Partnership］や地域合意契約［Local Area 

Agreements］など）が実践されてきた（的場、2009）。
近年では、地球規模的な気候変動への対応や、SD

のより具体的な政策目的の設定という視点から、温
暖化対策への取り組みを強化しており、2002 年の「義
務参加型国内排出量取引制度」や、2008 年の「気候
変動法」（気候変動に関する長期的数値目標を法的に
政府に義務付けた）など、世界をリードする取り組
みを矢継ぎ早に実行している（浅岡、2009）。このよ
うに、英国において SDは、（少なくとも理論的には）
政治・政策の規範的な位置づけを得たといっても過
言ではない（的場、2011；エバンス、2011）。

2．ウェールズの持続可能な発展へのアプローチ
英国全体が、SDからより気候変動への取り組みに
軸足を移しつつある中（エバンス、2011）、SDに向
けて特徴的な取り組みを展開しているのがウェール
ズである。1996 年および 2006 年の「地方政府法（The 

Government of Wales Act ）」により、ウェールズ政
府への権限委譲が進み、多くの分野 2）で自身の法律
を設定することが出来るようになったことに伴い、よ
り独自性のある政策を打ち出している。特に SDにつ
いては、2006 年地方政府法（UK Government, 2006）
の第 79 節（Section 79）において、SDをウェールズ
政府の中心原則（Core Principle）として設定し、SD

のための戦略を策定し実践していくことを法的に位
置づけており、「SDの促進を法的な義務として設定
している数少ない政府のひとつ」（Welsh Assembly 

Government, 2009, p8）となっている。さらに、現在
は SDの推進をより具体的に法律で規定する「持続可
能な発展法（Sustainable Development Bill）」の策
定を準備中である（Welsh Government, 2011a）。
この 第 79 節をふまえて策定されたのがウェールズ
の SD戦略One Wales: One Planet – The Sustainable 

Development Scheme of the Welsh Assembly 

Governmentである。SDがウェールズ政府の組織原
則であることを改めて確認した上で、ウェールズに
おける SDを次のように定義している。

「ウェールズにおいて SDは、ウェールズの人々
やコミュニティの経済的・社会的・環境的な福
利を増進し、我々と将来世代の生活の質をより
高次元で実現することを意味する。これらのこ
とを、社会的正義と機会の平等を促進し、かつ
自然・文化環境を保全・発展させつつその限界
を尊重する形で追求していく」（Welsh Assembly 

Government, 2009, p8）

　この定義の下に、2つの中心原則とそれを補強する
6つの補助原則を定め、さらにそれら SD原則の実現
をはかるための 5つの指標的テーマ（「持続的な資源
消費」、「環境の持続性確保」、「持続的な経済」、「持
続的な社会」、「ウェールズの福利 3）」）を設定してい
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る（表 4）。各指標的テーマに設定された「目指すべ
き成果」をみると、「持続可能な社会」と、「ウェー
ルズの福利」はもちろんだが、他のテーマの成果に
おいても、コミュニティの参加や責務といった視点
から設定された項目が多くあり、中心原則の
「Involvement」も含めて、上述した社会的持続性の
要素が色濃く反映されていることがわかる。SDの実
現には、個人やコミュニティがしっかりと地域ガバ
ナンスに巻き込まれ、変化を作り上げていくことが
必要である、と考えるウェールズ政府のスタンスが
良く表れている（Welsh Assembly Government, 

2009, p20）4）。

表 4　ウェールズ政府の持続可能な発展に向けた原則
2つの中心原則

•　  Involvement：ステイクホルダーの意思決定や実践への
巻き込み

•　   Integration：環境・社会・経済の各課題の解決にむけ
た統合的・包括的な取り組み

6つの補助原則

•　エコロジカル・フットプリントの低減
•　  長期的視点や金銭的指標で測れないコスト（環境コス
トなど）といった点を含めた包括的な費用・効果の分
析

•　予防原則（Precautionary principle）
•　汚染者負担原則（Polluter Pays Principle）
•　  廃棄物や環境汚染を他地域や将来世代におしつけない
「近接原則（Proximity Principle）」

•　多様なコミュニティの異なるニーズや課題への対応
(Welsh Assembly Government, 2009, p26 ）

Ⅳ．ウェールズの地域再生：コミュニティーズ・
ファースト (Communities First)事業

1．コミュニティーズ・ファースト事業の概要
これらの社会的側面の持続性を充実させるうえで、
カギとなる政策として設定されているのがコミュニ
ティーズ・ファースト（Communities First: 以後
CF）である。CFは 2002 年にウェールズ政府によっ
て策定された、地域再生のフラッグシップ事業で、複
合的衰退指標（Welsh Index of Multiple Deprivation）
によって明らかになった 100 の最衰退区域から、132
のコミュニティを抽出 5）して、それらの地域の衰退・
格差解消をはかる政策である 6）。ウェールズ人口の
19.7%にあたる 59 万人が CF地域に生活しており、1
つの CFが抱える人口の平均は 4 千人ほどである
（Welsh Government, 2011b）。地域の利害関係者によ
るパートナーシップ組織を立ち上げ、10 年という長
期にわたって継続的に資金を投入し、地域のキャパシ
ティを高めることで、地域住民の主体的な取り組みに
よって地域再生につなげていくことを目指している
（Adamson and Bromiley, 2008, pvii）。当初地方政府

用に出版された CFのガイダンスでは、その目的とし
て以下の点が挙げられている：

•　  地域のコミュニティの人々の自信や自尊心、「自
分は出来る」という意識の醸成

•　教育や就職に役立つスキル・トレーニングの推進
•　地域住民のための雇用創出と所得の増大 ;

•　住宅とその周辺環境の質の向上
•　  アクティブで健康的なライフスタイルの実現と
人々の健康に影響を与えるような様々な課題に
取り組むことによる、健康および福利の改善

•　  コミュニティの安全と、生活し、働き、遊ぶた
めの場の確保

•　  政府セクターによるサービス提供方法の変化の
促進 

（Welsh Assembly Government, 2002, p4-5）

最荒廃地域の再生におけるフラッグシップ事業と
して位置付けられている CFだが、準備された資金は
10 年間で総額 3 億ポンドほどである 7）。ウェールズ
政府全体の予算が約 150 億ポンドであることを考え
ると、それほど大きな金額ではない 8）。そのため、資
金の多くは、後述する「コミュニティ開発オフィサー
（Community Development Officer）」や CF運営チー
ムの人件費・運営費に充てられ、プロジェクトを実
践するための資金は少なくなっている。この CF資金
は、地域で設定された「資金管理団体（Grant 

Recipient Body）」（地方政府がほとんど）が管理・運
営を行う（Welsh Government, 2011b）。

CFの意思決定は、資金管理団体を中心に地域の政
府セクター組織、企業、ボランタリー組織、地域コミュ
ニティなどで組織される CF理事会によって行われる。
また、プロジェクトにおける議論や実践をサポート
し、コーディネートする役割として、コミュニティ開
発オフィサーが各地域に派遣されている。彼らは地域
再生やより具体的なテーマ、例えばチャイルドケアや
福祉などの専門家で、その地域の地方政府が雇用して
いる（資金はウェールズ政府が支出している）。さら
に、行政サイドでも、コミュニティーズ・ファースト・
ユニットがウェールズ政府に設置され、ここが CF全
体の運営や各 CFとの調整を行っている 9）。
また、パートナー間の関係構築や円滑な議論をサ
ポートするために、ウェールズボランタリー活動協
議会（Welsh Council for Voluntary Action）が、ウェー
ルズ政府から資金援助を受けて、CFの関係者向けの
トレーニング・サービスを提供している。半日のセ
ミナーから、国レベルの地域資格プロバイダーであ
る Institute of Leadership and Managementが承認
したプロジェクト運営とリーダーシップのコース（CF

スタッフのために特別に開発されている）まで、多
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様なニーズに対応するコースを提供している（Welsh 

Council for Voluntary Action, 2012）。

2．コミュニティーズ・ファースト事業の特徴
1）  徹底したコミュニティの巻き込みとパートナー
シップ組織による運営
まず、CFの遂行には、パートナーシップを立ち上

げる必要があるが、その際には「三分の一原則（Three 

Third Principle）」がとられている。これは、パート
ナーシップの意思決定を行う理事会に参加するメン
バーの構成比を表すもので、地域コミュニティ、企業・
ボランタリー組織、政府セクター組織という 3つの
グループが、それぞれ三分の一ずつ席を占めること
を意味する。特にボランタリー組織と地域コミュニ
ティを分けることによって、より地域コミュニティ
の意見を意思決定に強く反映させるしくみが整備さ
れている。
こうして設定された CFのパートナーシップの下、

3つのプロセスを通して、具体的なプロジェクトを企
画・実践していく。まず、地域の課題やニーズについ
て「コミュニティ監査（Community Audit）」で明ら
かにし、次にそれらの課題を解決するのに必要な知識
やスキルを身につけるための「コミュニティ能力開発
計画（Community Capacity Development Plan）」
を設定し、そして具体的な課題解決のための活動を、
「コミュニティ行動計画（Community Action Plan）」
により設定する、という流れである。この 3つのプロ
セスの遂行には、上述したコミュニティ開発オフィ
サーが重要な役割を果たす。彼らのキャパシティが、
CF全体の成否を左右することもある（三橋ほか、
2004；Adamson and Bromiley, 2008）10）。

2）市民やコミュニティのエンパワメントの視点
「エンパワメント」という言葉は、様々な意味で使
用されており、コミュニティ開発の分野においても、
個人のキャパシティ開発と同義、つまり個人（やコ
ミュニティ）の能力をより高める（enableにする）
といったニュアンスで使われることも多い。一方で、
Adamson and Bromiley（2008）は、コミュニティ・
エンパワメントを、「コミュニティや近隣地域レベル
の意思決定のプロセスにおいてそれらの住民が影響
を与えること」（p.vii）を指すとし、文字通り地域に
おける「権限（パワー）」のバランスを再構築するこ
とを重視した考えを提示しており、CFにおけるエン
パワメントもこの点を重視している。

3）  CF を通した、地域のメインストリーム・サービ
ス（例えば健康や福祉、教育などの主要な地域の
公的サービス）の改革

CFでは、地域コミュニティの代表を意思決定に巻
き込むことで、政府セクター組織のメインストリー
ム・サービスを、より地域の実情やニーズに合致し
たものにしていく（bending）ことが、最重要の課題
のひとつとして設定されている（Welsh Assembly 

Government, 2002）。これはまた、エンパワメントが
成し遂げられた際の具体的な成果、と考えることも
できる。イングランドでは、上述した地域戦略パー
トナーシップ（ウェールズでは、地域サービス理事
会［Local Service Board］）が、同様の役割を期待さ
れているが、CFは、より現場のコミュニティに近い
レベルでの取り組みであり、その意味でも、市民の
直接的なニーズに対する政府セクター組織の敏感な
対応が期待されている 11）。
これらの特徴は、上述した社会的持続性の要素に
重なるところが多く、CFが社会的持続性の実現に寄
与する可能性を秘めた興味深い政策であることを示
している。次項では、実際の CF事業について、事例
調査の結果をもとに検討していく。

3．コミュニティーズ・ファースト事業の事例
CFの事例として、CFが最も多く集中する（23か所）
ウェールズ南部のロンダ・カノン・タフ（Rhondda 

図 1　Rhondda Cynon Taff市の位置
（出典）  WIKIMEDIA COMMONS: Wales outline map with UKを

もとに筆者作成
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Cynon Taff: 以後 RCT）市における Perthcelyn and 

Penrhiwceiber 地区の CFを紹介する 12）。RCT市は
人口約 24 万人で、ウェールズで 3番目に多くの人口
を抱えた行政区である（図 1）。産業革命期には世界
有数の鉄と石炭の産地として栄えたが、炭鉱の閉山
に伴い、失業、犯罪、教育、健康、自然環境など、地
域の持続性を脅かすあらゆる課題が噴出し、それ以
降、ウェールズで最も荒廃したエリアのひとつとし
て認識されている。ただ、立地的には首都カーディ
フへ列車で 30 分ほどで、またロンドンへと続く高速
道路へのアクセスも良いため、市南部では産業団地
や住宅地が増加している。その一方で、中部から北
部にかけては、従前の諸問題を抱えたままであり、市
内での「南北問題」が顕在化している（写真 1）。

　Perthcelyn and Penrhiwceiberのジョブ・クラ
ブ (Job Club)

Perthcelyn and Penrhiwceiber地区は RCT市の北
部に位置するウェールズでも最も荒廃したエリアで、
2001 年の CFの立ち上げ時に対象地区として選定さ
れた。人口は約 6,500 人でそのうち 1,500 人ほどが失
業保険などの何かしらの公的サポートを受けている。
特に若者は深刻で、16 ～ 24 歳の失業率は 50%を超
えている。この地区の CF全体の資金は 32 万ポンド
ほどで、そのほとんどが 5名のコミュニティ開発オ
フィサーの人件費に充てられている。
ジョブ・クラブは、このような深刻な失業問題へ
の対策のために、CFプロジェクトの 1つとして立ち
上げられた 13）。英国には失業者対策を行う政府セク
ターの全国組織として、ジョブセンター・プラス
（Jobcentre plus）が存在するが、この地域ではあま
り活発に活動していない上、煩雑な官僚的手続きが
必要になるなど、地域住民からはあまり信頼されて
いない。さらに、職探しにはコンピューターを利用
する必要があり、ITスキルがない、あるいはそもそ
もパソコンを持っていないなど、低スキル・低所得

層の失業者が多いこの地区の実情にはそぐわない
サービスが提供されており、地域ニーズに合致する
サービスを提供する必要性があった。
ジョブ・クラブでは、1対 1の面談で、学歴や職歴、
家族構成、失業期間などの細かい情報を集め、そこ
からどのようなスキルやトレーニングが必要になる
のかを、個別に見定めていく。ここを訪れる人は、ス
キルがないために就職できない人ももちろんいるが、
長期間失業状態にある人が自信を喪失している場合
も多く、そういう人たちには、職探しには一見関係
ないような地域でのボランティア活動やイベントな
どに連れ出して、その中で徐々に社会での自信を回
復させるといったような、ユニークな取り組みも行っ
ている。また、深刻な若者の失業対策の一環として、
フィルム・アカデミーを開設している。地域に以前
あった小さな映画館を活用し、映画産業に関する関
心の喚起と、台本の書き方やカメラの扱い方といっ
た関連スキルを身に着けさせる取り組みである。
もうひとつの面白い事業が、コミュニティ・トレー
ニング・キッチンである。これは主に、地域の女性
のスキルアップと就職支援を目指した取り組みで、地
域にコミュニティ・カフェを設置し（このカフェ自
身も、地域の憩いの場を作るという地域ニーズに応
えるものである）、そこでカフェやレストランで働く
ための調理スキルを実践で学んでいく、というもの
である。地域の政治家も巻き込んだパートナーシッ
プ組織を新たに立ち上げ、カフェを設置するための
外部資金を 2年間かけて獲得した。調理スキルのト
レーニングだけでなく、このカフェの立ち上げ準備
プロセス自体（例えば資金獲得のノウハウやパート
ナーシップでの協力関係構築など）も、地域コミュ
ニティのキャパシティの向上に寄与している（写真 2）。

こういった柔軟な取り組みは政府セクター組織に
は難しく、まさにコミュニティ開発オフィサーが地
域で有効に機能した成果であるといえる。ジョブ・

写真 1　炭鉱夫コミュニティが連なる RCT市の郊外

写真 2　コミュニティ・トレーニング・キッチンが
提供している手書きのメニュー
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クラブはこれまで 350 人ほどの支援を行ってきたが、
就労支援成功率は 50%ほどである。政府セクターの
ジョブセンター・プラスが、場所によっては 6%くら
いのところもあるとのことで、かなりの成果をあげ
ていることがわかる。
このように、就業支援を行う組織として設置され
たジョブ・クラブであるが、現在では、この地域の
CFプロジェクト全体をコーディネートするような役
割を担っている。教育、人種差別問題に関する取り
組みや、信用金庫（credit union）の運営、さらには、
地元小学校と連携してコミュニティ菜園のための資
金を獲得したり、新鮮かつ安全な野菜を分配するた
めの食品協同組合の運営にも携わっている。なお、こ
れらの CFの事業におけるサポートはすべて無料で受
けることができる。
インタビューしたこの地区のコミュニティ開発オ
フィサーは、CFの今後の展開について、次のように
話してくれた：

  「有能な個人や活発なコミュニティが永遠にプロ
ジェクトに存在するわけではないので、一時的
なコンディションに頼らない参加のシステムを
実現するために、地域ガバナンスへの構造化と
いったものを考える必要がある。CFがそのきっ
かけとしてそういう動きに影響を与えていけれ
ば良いと考えているが、それにはまだかなりの
時間がかかるだろう」。

地域コミュニティのキャパシティを高め、住民の
意思決定への影響力を増し（＝エンパワメント）、地
域ニーズに敏感な地域ガバナンスを実現することで、
地域社会の持続性を高めていくという、社会的持続
性の考え方にまさに合致した視点であるといえる。た
だ、彼自身が指摘するように、このような仕組みづ
くりにはまだまだ課題が多く残されているのも確か
である。次項では、このあたりも含めて、CFの評価

と課題を取り上げる。

Ⅴ．コミュニティーズ・ファースト事業の評価

CFについては、これまで政府によって 2006 年に
中間評価、2011 年に 10 年間を総括した評価がまとめ
られ、さらにいくつかのアカデミックな評価もなさ
れ て い る（Welsh Assembly Government, 2006; 
Adamson and Bromiley, 2008; Adamson, 2010; Welsh 

Government, 2011b）。ここでは、これらの文献と、
RCT市および隣のMerthyr Tydfil市における、地方
政府職員、ボランタリー組織スタッフ、地域住民、そ
してウェールズ政府職員からの聞き取り調査から、上
述した CFの特徴を中心に、特に社会的持続性への貢
献という視点で、CFの評価を行っていく。

1．地域住民の参加とキャパシティ開発
CFでまず重視されていたのが、コミュニティ開発

（Community Development）であった。これは、広
義にはシンプルに「地域再生」を意味するが、より
狭義には、地域住民やコミュニティの参加とキャパ
シティの増大、他者とのネットワーキングなどによ
る地域の社会的資本の開発を意味していた。住民参
加については、ほとんどの評価が肯定的な見方をし
ている。例えば、最新の政府による評価報告書では、
事例調査に用いられた 25 のプロジェクトすべてにお
いて、住民参加、特に若者の巻き込みについて改善
されたとしている（Welsh Government, 2011b）。特に、
意思決定機関である CF理事会の下に補助的なワーキ
ング・グループを組織し、さまざまな小規模プロジェ
クトを行うことでより多様な住民を巻き込む機会を
提供しているところで、大きな成果があがっている
ようだ。
地域住民のキャパシティ開発については、上述し
た事例にもあるように、労働市場にアクセスするた
めの職能スキル・トレーニングのほか、地域社会の
実践プロジェクトに参加することによる自信創出（回
復）やコミュニケーション・スキルの修得、さらには、
プロジェクト・チームにおける外部資金獲得スキル
や組織マネジメントのスキルの獲得などでも成果が
あ が っ て い る（Adamson and Bromiley, 2008; 
Adamson, 2010）。
こういった CFにおけるキャパシティ開発の成功は、
コミュニティ開発オフィサーによるところが大きい
（Adamson and Bromiley, 2008）。CFでは、地域にあ
る程度まとまった資金が提供されるため、アクショ
ンプランを策定する際に、非現実的なウィッシュリ
スト（例えば高額なレジャーセンターやコミュニティ
ホールなどの建設）になってしまうところもある。そ
の際に、有能なコミュニティ開発オフィサーがいる写真 3　ジョブ・クラブのスタッフとともに
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ところでは、より現実的な議論に修正したり、最初
により小規模なプロジェクトから進めて、徐々に個
人や組織のキャパシティを高めていき、最終的に大
きなプロジェクトを行うようにもっていく、といっ
たようなコーディネートを行っていた。このような
プロセスを経て、地域コミュニティ全体のキャパシ
ティ、言い換えれば主体的に参加し自分たちで地域
を担っていく能力、も高まっている。あるコミュニ
ティ開発オフィサーが自分たちの役割について、次
のように話してくれた：

「コミュニティ開発オフィサーの役割は、地域の
ために何かをしてあげるのではなく、地域の人々
やコミュニティのキャパシティ開発をして、彼
ら自身が自分たちで何かを出来るようになるよ
うに仕向けること。そこで重要なのは、住民の
興味関心を持続させることと、彼らが地域にも
たらしたい変化を成し遂げるためのスキルを提
供するということだ。」

筆者が訪問した地域では、コミュニティ開発オフィ
サーや地方政府職員と密接に連携する形で、地域の
サードセクター組織が活躍しており、彼らがいわば
地域の「潤滑油」として重要な役割を果たしていた。
この組織は、CFが始まるよりも前から長年地域にお
いて環境をテーマにした地域再生の取り組みを行っ
ており、地域住民と地方政府両方と関係が深く、ま
た信頼も厚い。コミュニティ開発オフィサーは外部
の専門家として派遣されてくるため、特に当初は地
域との関係は浅く、またプロジェクトが終了すれば
地域を去ることになる。地方政府職員も同様で、む
しろ異動を考えれば CFを担当する期間はコミュニ
ティ開発オフィサーよりも短いことも考えられる。個
人やコミュニティのキャパシティ開発、さらにはそ
の先のエンパワメントを実現していくには、地域へ
の地道で長期間のコミットメントが必要になる。こ
の意味で、恒常的に地域住民と最も近いところで機
能するサードセクター組織は、サービスの提供者と
しても、コミュニティ開発オフィサーも含めた利害
関係者間のコーディネーターとしても、重要な役割
を担う可能性がある。

2．トップダウン型サポートの弊害？

キャパシティ開発での成果が著しい地域がある一
方で、CFのトップダウン型のサポートが、逆に地域
再生の弊害になっているという議論もある。まずは、
コミュニティ開発オフィサーとの兼ね合いで、彼ら
が有能で強いリーダーシップを発揮する場合に、地
域住民が彼らに CFプロジェクトの仕事を任せて、自

分たちはお手伝い程度に参加する、といったことが
起こっている（Adamson, 2010）。これでは確かに、
地域住民のキャパシティを向上させる機会が著しく
減ってしまう。
また、資金の面でも、CF資金は比較的人件費の割
合が多いものの、地域にある程度まとまったお金が
支給されるため、地域コミュニティが彼ら自身でプ
ロジェクト資金を獲得する努力を怠るようになる、と
いう問題もある。長年地域再生の取り組みを続けて
きたボランタリー組織のスタッフが次のような話を
してくれた：

「CFが始まる前は、地道に地域コミュニティと
活動を続けてきて、ゆっくりではあるが成果も
出ていた。それが、突然 CFの「労せず手に入
る資金（Easy money）」を手に入れることで、
考えることをやめてしまった。CFのこの 10 年
は、「失われた 10 年」になってしまった」。

このように、特に以前から活動している地域では、
CFがキャパシティ開発の面ではむしろ悪い影響を与
えているという状況もあるようだ。ただこれは、CF

の方法論の問題というよりもむしろ、CFの目的、つ
まりは地域住民のキャパシティ開発とエンパワメン
トの視点を、十分に地域に伝えきれなかったことに
よって生じたと考えられる。この意味でも、上述し
たような、コミュニティ開発オフィサーおよび政府
セクターのキャパシティ強化や、CF間の経験の共有
をはかるしくみの整備といった方策が、今後も重要
になると思われる。

3．  エンパワメントと地域のメインストリーム・サー
ビスへの影響力

Adamson and Bromiley（2008）によれば、エンパ
ワーされたコミュニティは、　「政府セクター組織に、
コミュニティ主導の活動をサポートするような政策
（それが彼らの当初の政策や優先事項とは異なる場合
でも）を取るように、影響を与えることができうる」
（p.11）としている。CFは、地域住民の参加やキャパ
シティ開発の面では一定の成果をあげているが、こ
れまでの評価を見る限り、このようなコミュニティ
のエンパワメントまで実現している地域はほとんど
な い よ う だ（Adamson and Bromiley, 2008; 
Adamson, 2010; Welsh Government, 2011）。

「CFは良く言ってもコミュニティの代表にコン
サルテーションをする有効な手段にすぎなかっ
た」（Adamson, 2010, p122）

筆者の現地調査においても、地域住民が CF理事会
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や個別プロジェクトにおいて活発に活動する姿は見
られたが、そういう動きが、CFの外側、特に他の政
府セクター組織の活動に変化をもたらした、といっ
た話は聞くことが出来なかった。

CF資金は、もちろん地域で活用できるプロジェク
ト資金であるが、実際は、CFの事業全体をコーディ
ネートするコミュニティ開発オフィサーとそのチー
ムの人件費・運営費が占める割合が大きい。地域コ
ミュニティのキャパシティを向上させることで、コ
ミュニティ自身が地域再生の中心となるという CFの
ねらいが良く表れており、これ自体が問題とは言え
ないが、新たなプロジェクト資金を期待していた一
部のメンバー組織の中には、物足りなさを感じたと
ころもあるようだ（Adamson, 2010）。また、CF理事
会は、決定した事項の遂行を、そのメンバー組織に
強制する権限を持っていない。つまり、メンバー組
織には、新しい政策を開発・実践するための資金も
義務もないということで、この点は、CFの決定や活
動が地域で影響力を持つこと（≒エンパワメント）の
障害となっていると思われる。
この点からも明らかなように、エンパワメントは、
単に地域住民やコミュニティの参加の機会を増やし、
キャパシティを増大させるようなしくみを作るだけ
では達成できない。そのしくみの目的を理解し、有
効に活用できる有能な議長やメンバー組織と、彼ら
のゆるぎないコミットメントが必要になる（Adamson 

and Bromiley, 2008）。その意味では、まずウェール
ズ政府が、CFの組織や構成員にこの政策の目的を当
初からしっかりと説明しておく必要があった。特に、
エンパワメントについては、既存の地域運営の方法
論を改革する、つまりは権限の所在のシフトを含む
根本的な変革であるので、より徹底した指導が必要
であったと思われる。事実、エンパワメントという
言葉がもつこのような意味を十分理解していない地
域がまだ多くあるようだ（Adamson, 2010）
域内の政治家との関係も重要になる。英国の他の
パートナーシップ政策と同様に、CFについても、間
接民主制のしくみによって選ばれた地方議会と、住
民やコミュニティ自らが意思決定に参加し実践して
いくより直接民主的なしくみとの軋轢が生じる場合
がみられる。ただ、地方議会の議長が CF理事会の議
長を務めているところでは、CF理事会での決定がす
ぐに地方政府の政策に反映されるというようなこと
もおこっている（Adamson, 2010）。これはより直接
的な民主主義を志向するパートナーシップ型ガバナ
ンス全体の課題であるが、どのように CFに政治家を
巻き込んでいくのかは、CF成功のカギのひとつと意
えそうである。
上述した情報の欠如とも関係するが、政府セクター
組織の意識の低さを指摘する声もある（Woodall, et 

al., 2010）14）。長年地域運営でイニシアチブをとり、
公共サービスを自らの手で提供してきた政府セク
ター組織には、自分たちの活動を地域コミュニティ
の望む計画に適合させたり、地域再生を住民主体型
に変えていくための方法論やスキルが備わっていな
い。また、訪問した RCT市は、23 もの CF地域を抱
えており、地方自治体は、シニアレベルの職員をす
べての CFに派遣することが難しくなっている。その
ため、自治体の声を代表できない若手の職員が参加
したり、場合によっては職員を派遣すること自体が
出来ないというような状況も生じている。さらに、コ
ミュニティ開発オフィサーからは、CF資金の収支報
告についての不満が聞かれた。例えば人件費につい
て、コミュニティ活動や地域住民からの相談に昼夜
問わず追われるコミュニティ開発オフィサーは、就
業時間がイレギュラーになることが多いが、このよ
うな状況に、柔軟性を欠く行政の収支報告システム
が対応できていないという問題である。このように、
CFというイノバティブな政策が実践されている一方
で、それを運営する体制がまだ十分に整っていない
現状が明らかになっている。地方政府に限らず、政
府セクター全体のエンパワメントに関する理解を高
め、組織文化を変えていくようなコミットメントを
促進していくことが求められている（Adamson, 

2010）。
ただ、筆者の事例調査における政府セクター職員

（地方政府とウェールズ政府職員）へのインタビュー
では、すべての人が、地域コミュニティやサードセ
クターのエンパワメントの重要性を認識しており、ま
た、政府セクターの新たな「Enabler（条件整備者）」
としての役割についても、意識の高さをうかがわせ
た。もちろん彼らは、CFの担当者であったり先進自
治体の職員であったりするため、このような意識も
他の職員と比べて高いと思われるが、いずれにして
も、政府セクター内部でも、変化の兆しがあるのは
間違いない。

4．成果（アウトカム）重視の取り組みへ
Welsh Government（2011）では、過去 10 年間の

CFの成果を定量的に評価しているが、経済格差やス
キル取得、教育達成度など、地域状況は軒並み改善
に 向 か っ た と い う 結 果 が 出 て い る（Welsh 

Government, 2011, pp.109-110）。Adamson and 

Bromiley（2008）による評価では、特に、健康、教育、
住居の質などの分野で、具体的な改善の兆しがない
ことが指摘されていたため、CF事業の後半になって、
次第に具体的成果が出始めたと考えることはできる。
ただ、これらの評価が同じ指標を使ってなされてい
ないこと、また、Welsh Government（2011）で使用
された数値は、CFの評価を行うために特別に集めら
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れたものではないこと（ibid., p.39）は、考慮に入れ
る必要がある。特に、CFに関するほとんどの評価が、
エンパワメントとメインストリーム・サービスの改
革の成果については否定的であることを考えると、
CFがもたらしたアウトカムはまだ限定的と考えざる
をえない。
ウェールズ政府は、CFの成果をよりはっきりさせ

るために、2009 年度から、市民参加やキャパシティ
開発といったプロセス的な成果とともに、雇用や教
育、住居など具体的テーマにおける成果を重視する姿
勢を明らかにしている。その一環として、2009 年に
は「コミュニティーズ・ファースト成果資金
（Communities First Outcome Fund）」として、2千
8百万ポンドを新たに準備して、地域コミュニティの
主導で政府セクター組織のメインストリーム・サービ
スの改革に挑戦するようなイノバティブなプロジェ
クトのために活用できるようにした。このような資金
を準備することで、エンパワメントとメインストリー
ム・サービスの改革についてのウェールズ政府の意思
を示す狙いもあったようだ（Adamson, 2010）。
このようなアウトカム重視への方向転換は、未だ
コミュニティのキャパシティ開発の必要性が問われ
ている地域からは批判を受けているが、より先進的
な CFの中には、このような転換を肯定的に受け止め
ているところもある。ある程度のキャパシティ開発
が進んでくると、より具体的な目標＝アウトカムの
設定が必要になってくる、ということである。この
ように、CFの進度は様々であるため、今後はそれら
により柔軟に対応できる体制を整える必要があると
思われる。

5．総括
以上の CFへの評価を総括すると、地域住民および
コミュニティの巻き込みやキャパシティ開発ではか
なりの成功をおさめたが、エンパワメントとメイン
ストリーム・サービスの改善というレベルにまでは
未だ到達しておらず、そのため荒廃地区再生のため
の具体的な成果（雇用や教育、住宅、健康など）に
ついてもまだ不十分な状況にある、ということがで
きるだろう。この状況は評価の分かれるところだが、
地域運営に参加するための個人の意識改革や知識・
スキルの向上、また、個人や組織間のネットワーキ
ングといったコミュニティ・レベルの社会的資本の
醸成は間違いなく進んでおり、筆者は十分に評価に
値すると考えている。ウェールズ政府の中間報告は、
CFを「地域再生政策ではなくキャパシティ開発政策
である」（Welsh Assembly Government, 2006, p73）
と総括したが、今後のエンパワメントに向けた素地
を固めるための、重要な準備期間であったとポジティ
ブにとらえたい。事実、調査した地域の一つでは、地

域再生プロジェクトを進めていく中で、地域住民の
知識や自信の欠如を問題視し、当初の予定を変更し
てまずはキャパシティ開発の取り組みを行ったとい
うところがあった。エンパワメントにつながる今後
の発展については、上述した政府セクターのコミッ
トメントなどが必要となってくるだろう。
今後、CFを通してコミュニティのエンパワメント
をさらに進めていく際に、重要な要素の一つと考え
られるのが、「地域サービス理事会（Local Service 

Board: 以後 LSB）」との関係性である。LSBは、イ
ングランドにおける地域戦略パートナーシップ
（LSP）にあたり、政府、企業、市民社会の各セクター
の利害関係者が参加するパートナーシップ組織で、地
域運営の最重要政策である「持続可能なコミュニティ
戦略（Sustainable Community Strategy）」（日本の
総合計画のようなもの）の策定に責任を持つ。行政
の最高責任者（Chief Executive）や議会の議長といっ
た政府のトップが参加することも多く、また警察や
ヘルスサービスなど他の政府セクター組織や企業、ボ
ランタリー組織もシニアレベルのスタッフを派遣す
る。それぞれの組織の意思決定に直接影響を及ぼし
うるメンバーが集まっているため、CFによる最底辺
からの動きが上手く接続されれば、地域の意思を戦
略的なレベルで効率的に反映させることが可能にな
る。なお、LSBは、新たな「単一総合行動計画（Single 

Integrated Action Plan）15）」の策定にも引き続き責
任を持つが、その際に、ウェールズ政府の代表も
LSBに参加することになっている。LSBの地域運営
における影響度は一層高まることが予想されるため、
この関係性構築はさらにその重要性を増すことにな
る。

Ⅵ．おわりに

本稿では、社会的持続性の理念とその実現につい
て、特に政策実践のプロセスの分析を通して検討し
た。ここに挙げた課題の他にも、政府主導の改革す
ら受けつけない政府セクター組織（警察、消防、ヘ
ルスサービスなど）内部の強固な組織文化やヒエラ
ルキー構造といった組織論的な課題もあるが、紙幅
の関係上今回は取り上げなかった。また、本文でも
少し触れたが、地域への継続的なコミットメントが
可能なサードセクター組織の役割もまた、大変重要
なテーマである。この点については、別の機会に検
討したい。
本稿で取り上げた社会的持続性の追求は、それ自
身はそもそも新しい視点というわけではなく、SDの
概念が出現した 1980 年代から常に存在したものであ
る。それがここにきて議論や実践が高まりを見せて
いるのは、慢性化する経済停滞、地球温暖化による
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気候変動や自然災害の多発による人間および自然環
境破壊、少子高齢化や過疎化による地域コミュニティ
の崩壊など、環境・経済・社会の様々な問題が顕在
化してきたことで、これまでの政治・社会構造や社
会的価値観を見直し、これらの課題に柔軟かつしな
やか（resilient）に対応する人類社会の構築の必要
性 16）が、実感として感じられてきたから、というこ
とであろう。
日本においては、社会的持続性に対する理解や注
目度はまだ低く、CFのように、エンパワメントまで
志向した地域再生事業についてもまだあまり見られ
ない。ただ、上にあげた諸課題は日本でも深刻であ
るし、例えば東日本大震災で完全崩壊した地域コミュ
ニティの再生や、原発や沖縄の基地問題で揺れる地
域コミュニティのガバナンスにおいては、地域コミュ
ニティのキャパシティを高め、その力と意思を地域
運営に有効に活用するためのエンパワメントを実現
していくことは、今後必ず必要になってくると思わ
れる。CFの経験と課題の分析は、こうした日本の新
たな挑戦にも有益な示唆を与えてくれている。
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注

1） 参考文献のウェブサイトを参照
2） 2011 年 3 月のウェールズにおける住民投票の結果、

2006 年地方政府法に規定された範囲内で、環境、教育、
地方政府、ヘルスサービスなど 20 の分野で、ウェール
ズ政府が独自の法律を策定できるようになった。

3） ウェールズ政府は、福利（Wellbeing）を以下のように
定義している：「物質的・社会的・精神的に良好な状態
のことを指し、単に苦悩や不快感、能力不足といった
ことから解放されているだけの状態ではない。個人の
基本的ニーズが満たされ、目的意識を持ち、重要な目
標を成し遂げうると感じ、社会に参加する、いったこ
とが可能になる必要がある。こうした福利は、個人間
の良好な関係性や、力強く包容力があるコミュニティ、
良好な健康状態、資金的・個人的安全、働き甲斐のあ
る仕事、健康で魅力的な環境、といった要素により高
められる」（Welsh Assembly Government, 2009, p19）

4） このような SDへの挑戦における、地域社会の巻き込み
の更なる方策として、2010 年には SD憲章を立ち上げ、
より多くの組織が SDを基本的コンセプトとして設定す
るように働きかけを強めている。2011 年時点で、地元
の企業や大学、全国展開するデパートや多国籍企業、

環境関連を中心としたボランタリー組織など、58 の組
織が参加している（Welsh Government, 2011b）。

5） このほかに、特に貧困の激しい 32 の地域と、コミュニ
ティ独自のテーマによる 10 の特別プロジェクトが、CF

の対象エリアとして選定された。さらに、2005 年には、
WCMDの見直しにより、46 のエリアが追加されている
（Adamson and Bromiley, 2008）

6） 指標は、所得、雇用、健康・障害、教育・訓練、住宅、サー
ビスへのアクセスという 6分野の総合値で表され、こ
の他に、補助的指標として、児童の貧困が加味される（三
橋ほか、2005）。

7） 2008-2009 年の年間予算は、約 3千 9百万ポンド、2009-
2010 年 は、 約 3 千 6 百 万 ポ ン ド で あ る（Welsh 

Government,  p13）
8） 1 つの CFあたりの予算は、平均で年間約 20 万ポンド

ほどで、これは住民ひとりあたり年間 55 ポンドほどの
計算になる（Welsh Government, 2011b）。

9） CFがスタートした当初は、各 CF間の情報交換やネッ
トワーキングを促進する役割を担った「コミュニティー
ズ・ファースト・サポート・ネットワーク」が、ウェー
ルズの 8つのボランタリー組織のパートナーシップに
より設置され、サード・セクター側のサポート体制も
整備されていたが（三橋ほか、2005）、2008 年に解散し
ている。

10） プロセスの詳細については、三橋ほか（2004）を参照。
11） LSPの課題については、的場（2009）を参照。
12） 本項の情報は、主に筆者による聞き取り調査から得ら

れたものである。
13） 2001 年当初は、この地区に失業対策を担う同様の施設

が 3つ設立されたが、2008 年に合併して現在の形になっ
ている。

14） 英国全体では、市民のエンパワメントは、Local 

Government and Public Involvement in Health Act 

2007で、地方政府の法的な責務とされている。
15） 持続可能なコミュニティ戦略に代わり 2013 年 4 月に策

定される新たな総合的地域戦略。より具体的な成果の
創出に焦点をあてたものになる予定。

16） 「しなやかな社会（resilient society）」についての考察は、
Shaw and Theobald（2011）に詳しい。
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